
          令和７年度耐震化取組計画   市町村名： 玉名市     

 

１ 令和７年度の計画 

 

取
組
内
容 

財政的支援 

 平成１２年 5 月 31 日以前に着工された戸建て木造住宅の耐震診断に係る費用に対して補助

を行う。 

また、耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断された住宅における耐震改修設計、耐震改

修及び建替え工事を行う住宅所有者等に対して補助を行う。 

 

普及啓発等 

① 住宅所有者に対する直接的な耐震化促進 

・玉名市すべての住宅所有者にダイレクトメールを送付 

 （固定資産税の納税通知書に啓発チラシを同封） 
 

② 耐震診断実施者に対する耐震化促進 

・耐震診断実施者の実績報告時に耐震改修工事等の支援メニューを再度説明 

 

③ 事業者に対する耐震化促進 

 ・耐震診断士や工務店が所属する関係団体に啓発チラシ等を活用し、補助メニューの案内や 

  申請時の注意点についての説明を年１回以上実施 

 

④ 一般への周知普及 

・広報誌、ホームページを活用し補助事業の周知を実施 

・相談受付窓口において補助事業のパンフレットの掲示や配布を実施 

 

目
標 

・耐震診断実施：１０戸 

・耐震改修工事：１戸 

・改修（設計+工事）及び 

建替え（設計+工事）：７戸 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 前年度（令和６年度）実績・自己評価 

 

実
績 

財政的支援 

・耐震診断実施：５戸 

・耐震改修設計費補助：０戸 

・耐震改修工事費補助：１戸 

・改修設計工事一括補助：２戸 

・建替え設計工事一括補助：２戸 

・耐震シェルタ—工事補助：０戸 

普及啓発等 

・広報誌を活用し補助事業の周知を実施 

・玉名市すべての住宅所有者にダイレクトメールを送付 

・ＨＰアドレス：https://www.city.tamana.lg.jp/q/aview/537/22376.html 

・アクションプログラム公表期日：平成３０年１０月１日  

自
己
評
価 

課題 

・来年度には補助対象の拡充や補助金の増額が予定されているため、住宅所有者や関係者への周

知活動を強化し、さらなる申請件数の増加を目指す必要がある。 

改善策 

・従来の DM チラシ送付に加え、関係団体等への説明会等を実施し、さらなる補助制度の周知を

図る。 

 

耐
震
改
修
促
進
計
画 

計画期間 平成２９年４月～令和８年３月 

耐震化率 ６８．９％ 
住宅戸数  ２４，０５０戸 

耐震性有戸数 １６，５６８戸 

算出年度 平成２８年度 耐震化率根拠数値年度 平成２５年度 

耐震化中間目標値 ９５％ 中間目標年度 令和２年度 

耐震化最終目標値 概ね解消 最終目標年度 令和８年度 

 


